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衆
議
院
議
員
吉
田
は
る
み
君
提
出
大
規
模
地
震
発
生
後
の
復
興
事
業
費
の
財
源
確
保
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書 

一
及
び
三
に
つ
い
て 

 
 

御
指
摘
の
南
海
ト
ラ
フ
地
震
や
首
都
直
下
地
震
等
か
ら
の
復
旧
・
復
興
に
係
る
財
源
の
確
保
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の

地
震
の
規
模
や
被
害
の
状
況
等
に
応
じ
て
対
応
す
る
も
の
と
考
え
て
お
り
、
お
尋
ね
の
「
復
興
事
業
費
の
調
達
方
法
」
に
つ

い
て
一
概
に
お
答
え
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。 

二
に
つ
い
て 

 
 

金
利
上
昇
が
国
の
財
政
負
担
に
与
え
る
影
響
に
つ
い
て
は
、
令
和
四
年
一
月
二
十
一
日
に
財
務
省
が
公
表
し
た
「
令
和
四

年
度
予
算
の
後
年
度
歳
出
・
歳
入
へ
の
影
響
試
算
」
に
お
い
て
、
「
経
済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
二
〇
二
一
」
（
令

和
三
年
六
月
十
八
日
閣
議
決
定
）
等
の
記
述
に
基
づ
き
、
前
提
と
な
る
経
済
指
標
を
仮
置
き
し
、
金
利
上
昇
に
伴
う
国
債
費

の
増
加
を
、
他
の
前
提
と
な
る
経
済
指
標
は
不
変
で
あ
る
と
仮
定
し
て
試
算
を
行
っ
て
い
る
。
同
試
算
に
お
い
て
、
令
和
五

年
度
以
降
、
金
利
が
一
パ
ー
セ
ン
ト
上
昇
し
た
場
合
に
は
、
国
債
費
は
同
年
度
に
〇
・
八
兆
円
、
令
和
六
年
度
に
二
・
一
兆

円
、
令
和
七
年
度
に
三
・
七
兆
円
増
加
す
る
と
見
込
ま
れ
、
ま
た
、
金
利
が
二
パ
ー
セ
ン
ト
上
昇
し
た
場
合
に
は
、
国
債
費

は
令
和
五
年
度
に
一
・
七
兆
円
、
令
和
六
年
度
に
四
・
一
兆
円
、
令
和
七
年
度
に
七
・
五
兆
円
増
加
す
る
と
見
込
ま
れ
て
い
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